















































































































































































































-アユについては，真野川漁協 (2011.06. 27)，新田川・太田川漁協 (2011.
06.27)および阿武隈川漁協 (2011.06. 27)の管理水面に対し，国から
出荷制限が出された。
・イワナについては，阿武隈川漁協 (2012.04. 05) ，檎原漁協と猪苗代・
秋元漁協 (2012.04.24)，野尻川漁協 (2012.04. 24)，阿賀川漁協 (2012.
04.24)，只見川漁協 (2012.04.24)の管理水面に対仏国から出荷制限
が出された。





l 阿武限)11 2抱上)1 3広瀬川 4大沌桜川 5釈迦立川 6真野川 7新聞川 8諮戸川
9高瀬川 10熊川 II沼阿川 12木戸川 13夏)1川 14鮫 川 15 久慈川 16阿賀川
17新橋川 18湯川 19大川 20只見川 21滝谷川 22野尻川 23伊l有川
[湖沼]
a猪苗代初IJ b伶即、梅J c小野川柳IJ d秋元謝IJ e沼沢湖IJ f田子倉自信J g奥只見初l
h尾瀬沼 l羽rJ;iIJ
-ヤマメについては，真野川漁協 (2011.06. 17)，新田川・太田川漁協
(2012. 03. 29)，阿武隈川漁協 (2011.06. 06)，槍原漁協と猪苗代・秋元
漁協 (2011.06. 06)の管理水面に対し，固から出荷制限が出された。
・コイについては，阿武隈川漁協 (2012.05.10)，阿賀川漁協 (2012.04.
27)，会津漁協 (2012.04.27)，西会津漁協 (2012.04. 27)，槍原漁協と
猪苗代・秋元漁協 (2012.04.27)の管理水面に対し，固から出荷制限が
出された。
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なお，南会津西部漁協のイワナ (2012.05.31に出荷制限指示)は2012年
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原発事故による福島の内水面漁協の被害と賠償
表 1-1 浜濁り地区の漁協の被害に関するアンケート調査の結果(1)
漁 協 名 真野川 室原川・高瀬川 泉田川 熊 )1 
所在市町村〔移転先〉 南相馬市 浪江町(伊達市) 浪江町(福島市〉 大熊町(いわき市)
所在市町村の避難指示区 ①，②，③ ①，② ①，② 警戒区域
域指定 (2011.4. 22)' 
， (アンケート実施前後 一部避難指示解 避難指示解除~l 避難指示解除準 帰還困難区域
2015.9.5) 除準備区域 備区域 備区域
水産動植物の採捕の制限 全管理水域で採 全管理水域で採 全管理水域で採 全管理水域で採
捕禁止 捕禁止 捕禁止 捕禁止
管理水域への立ち入り制限 制限なし (回答なし) モιタリング時 立入不可
立入可
組合事務所・施設・1際化 被害なし 放射能被害あり 放射能被害あり 放射能被害あり
場の被害 中皮の地震・津 中度の地震・津
波被害 波被害
流域環境整備の継続 (回答なし) 近年は整備せず 全く整備不能 全く整備不能
2010年度遊漁者数(県 1.000 ( 1%) 3.600 (30%) 30.000 (60%) (回答なし)
外者割合)
および 2014年度遊漁 。(0%) 3，671 (30%) 。(0%) (回答なし)
者数〔岡)
環境教育への取り組み (回答なし) 実施していたが (回答なし) 実施していたが
休止・縮小 休止・縮小
および魚食普及への取 (回答なし) 実施していたが (回答なし) 実施していたが
り組み 休止・縮小 休止・縮小
稚魚の仕入れ先の変更 変更なし 仕入れ先を変更 (回答なし〕 (回答なし)
稚魚の仕入れ量の変化 仕入れ震の削減 仕入れ量を削減 (回答なし) (回答なし〉
稚魚の仕入れ単価の変化 単価に変化なし 単価に変化なし (回答なし) (回答なし〕
事故時点での助成金の有無 さを舗なし 受領あり 受領なし 受領なし
事故後の継続(新規の有無) 新規なし 不明 新規なし 新規なし
多種協同組合との連携・協力 連携なく.変化 連携なく，変化 連携なく，変化 連携なく，変化
商工会・学校との連携・協力 もない もない もない もない
内水面漁業関連の業者の 釣具や餌の業者， 釣具や餌の業者， 釣具や餌の業者， (回答なし)
廃業 民宿 民宿 民宿
遊漁券販売受託 遊漁券販売受託
商庖 商庖
「風評被害」とみられる 釣り大会等イべ (回答なし) 避難解除準備区 釣り大会等イベ
事例 ント中止 域のため現状を ント中止
把援できず
事 ①警戒区域 (20km悶内)②計I'可的避難区域 (20km圏内で20mSvの恐れあり)⑪緊急時避難準備区域
(20-30 km圏内)
(注〉 新田JI・太田川|漁協 (2011.4. 22時点で一部避難指示区域:， 2015.9.5 時点で~.m~避難指示解除準備区域〉
はアンケー トの回答なし。
(579 ) 49 
政経論叢第 85巻第 5・6号
表 1-2 浜通り地区の漁協の被害に関するアンケート調査の結果(2)
漁 協 名 富岡川 木戸川 夏井川 鮫川
所在市町村(移転先) 宮岡町(いわき市) 楢葉町 いわき市 いわき市
所在市町村の避難指示区 警戒区域 警戒区域・③ 指定外 指定外
域指定 (2011.4. 22)* 
(アンケート実施直後 -部帰還困難・ 指定外 指定外 |指定外
2015.9.5) 屑{主制限区域
水産動植物の採捕の制限 全管理水域で採 全管理水域で採 水域・魚績のー|採捕禁止はない
捕禁止 捕禁止 部採捕禁止
間水域一γ一可 条件付で立入可 一l (回答なし)
組合事務所・施設・卿化放射能被害あり 修理可能な被害 四手網に被害 軽度の地震・津
場の被害 (ふ化場・中間 波被害
育成場・加工場〉
流域環境整備の継続 2013年 3月以 12015年 10月以 l規模ぞ縮小して l事故以前と同様
降は同一規模で|降は規模を縮小|整備 |に整備
可能 |して可能 | 
日00(20%) I 3，000-4，000 I 998 (0%) I回答なし
(30-40%) 1 












































































を得ず，そのため年聞の遊漁者を 2010年の 7，000人から 2014年の 4，000人
へと減らし，特に県外からの遊漁者を減らしている。同じ理由から環境教育
や食魚普及の活動の休止や縮小を余儀なくされている。稚魚の仕入れは仕入
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表2 中通り地区の漁協の被害に関するアンケート調査の結果
漁 協 名 阿武隈川 久慈川第一 県南鯉養殖
所在市町村 福島市 東白川郡矢祭町 郡山市
所在市町村の避難指示 指定外 指定外 指定外
区域指定 (2011.4. 22) 
(アンケート実施直 指定外 指定外 指定外
後2015.9.5)
水康動横物の採捕の制限 会管理水域で採捕禁止 水域・魚種の一部採捕 採補禁止はない
禁止
管理水域への立ち入り制限 モニタリング時立入可 制限なし (回答なし)
組合事務所・施設・卿 被害なし 被害なし 修理可能な被害
化場の被害
流域環境整備の継続 従来ば整備していたが 規模を縮小して整備 事故以前と同様に張備
近年は整備せず
2010年度遊漁者数(県 (回答なし〕 7，000 (40%) (回答なし〕
外者割合)
および 2014年度遊 (回答なし) 4，000 (20%) (回答なし)
漁者数〔同)
環境教育への取り組み (回答なし) 実施していたが休止・ 実施していたが休止・
縮小 縮小
およひ'魚食普及への (回答なし〕 実施していたが休止・ 実施していたが休止・
取り組み 縮小 縮小
稚魚の仕入れ先の変更 仕入れ中止 仕入れ割合変更 (回答なし)
稚魚の仕入れ量の変化 (回答なし) 仕入れ量を削減 (回答なし〉
稚魚の仕入れ単価の変化 (回答なし) 単価引き下げ 〔回答なし〕
事故時点での助成金の有無 受領なし 受領なし 受領あり
事故後の継続(新規の有無) 新規なし 新規に事故と無関係で 継続
受ける
多穏協同組合との連携・協力 連携なく，変化もない 連携なく，変化もない 連携あり
商工会・学校との連携・協力 先方の要請で中止
内水面漁業関連の業者 不明 釣具や餌の業者，民宿 (回答なし〉
の廃業 遊漁券販売受託商腐
「風評被害」とみられる 釣り大会等イベント中 観光客の大幅減少 組合・組合員の販売量
事例 止 遊漁者の大幅減少 4-5割に，単価下落






























檎 原|沼 沢|只見川 |檎枝肢
耶麻郡北塩原村|大沼郡金山町|大沼郡金山町|南会津郡槍伎岐村
所在市町村の避難指示区










部採補禁止 |捕禁止 |部採捕禁止 |部採捕禁止
管理水域への立ち入り制限 I(回答なし) I制限なし (回答なし〉 (回答なし〕
組合事務所・施設・鰐化 l被害なし l被害なし |被害なし l 被害なし
場の被害
流域環境整備の継続 |一部河川湖沼で|事故以前と同様|事故以前と同様|事故以前と同様
整備不能 |に整備 |に整備 |に整備
2010年度遊漁者数(県 I89.104 (不明)I (問答なし)
外者割合





1，000 (30%) 4，000 (90) 
500 (30%) 3，500 (90) 
(闘答なし) I特段の活動なし
(回答なし) I (回答なし)
稚魚の仕入れ先の変更 l変更なし 〈回答なし) I変更なし 変更なし
稚魚の仕入れ震の変化 l 仕入れ景に変化 仕入れ最安削減|仕入れ最に変化 仕入れ最に変化
なしなし なし
稚魚の仕入れ単価の変化|単価に変化なし|単価に変化なし 単価に変化なし 単価に変化なし














〈注〉 阿賀}I(2011.4.22時点で指定外)，猪苗代 (2011.4. 2時点で指定外).西会津 (2011.4. 2時点で指
定外).野尻川 (2011.4. 2時点で指定外).各漁協はアンケートの閲答なし
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表3-2 会津地区の漁協の被害に関するアンケート調査の結果(2)
漁 協 名 会 津 南会東部 伊 北 南会津西部
所在市町村 会樟若松市 南会津郡下郷町 南会津郡只見町 南会津郡南会津町
所在市町村の避難指示区 指定外 指定外 指定外 指定外
域指定 (2011.4. 22) 
(アンケート実施直後|指定外 |指定外 |指定外 |指定外




組合事務所・施設・f陣イ包 被害なし 被害なし 被害なし 被害なし
場の被害
流域環境整備の継続 事故以前と同様 事故以前と同様 近年は整備せず 2014年 1月以
に整備 に整備 降は同一規模で
毅備
2010年度遊漁者数(県 520 ( 2%) 3，562 (70%) 1，652 (不明) (回答なし)
外者割合〉
および 2014年度遊漁 500 ( 1%) 2，998 (70%) 708 (不明)I (回答なし)
者数(岡)
環境教育への取り組み 以前同様の工夫 (耐し(.[特段の活動なし|特段の活動なし
および魚食普及への取 新規に C&R区 新規有名釣人講 (回答なし) I (回答なし)
り級み 関設定 師イベント
稚魚の仕入れ先の変更 県外に変更 県外に変更 変更なし 仕入れ先を変更
稚魚、の仕入れ量の変化 仕入れ量を増加 仕入れ量を削減 仕入れ量に変化 仕入れ量に変化
なし なし
稚魚の仕入れ単価の変化 単価に変化なし 単価に変化なし 単価に変化なし 単価に変化なし
事故時点での助成金の有無 受領なし 受領なし 受領あり 受領あり
事故後の継続(新規の有無〕 新規なし 不明 継続 継続
多種協同組合との連携・協力|連携なく.変化|速携なく，変化|連携なく，変化|連携なく，変化
商工会・学校との連携・協力|もない |もない |もない |もない
内水面漁業関連の業者の I(団答なし)
廃業
〈図答なし) (図答なし) I (回答なし〉
「風評被害」とみられる|遊漁者の大幅減|遊漁者の大幅減|遊漁者の大幅減|観光客の大幅減
事例 |少 |少 |少 |少






























真野川 |室原川・高瀬川11 泉田川 方自
損害賠償請求の方法 |弁護士が代理 |直接交渉・弁護|直接交渉 |直接交渉
士が代理
JlI 
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表4-2 浜通り地区の漁協に対する賠償(2)
漁 協 名 富岡川 木戸川 夏井川 鮫 )1 
損害賠償請求の方法 弁護士が代理・ 直接交渉 弁護士が代理 弁護士を介して
(県漁速を通じて)
交渉開始時 2014年4月 2013年7月 2011年6月 20日年6月
合意・納得の有無 一部合意・懸案 合意だが内容不 (回答なし) ー部合意・懸案
事項あり 十分 事項あり
及ぴ内容の問題点 l岡 120万の仮 逸失利益・棚卸 (モニタリング
払いのみ 資産・モニタリ 経費は不合意〕
ングに合意
支払い状況 支払いが止まっ 支払われている 支払い遅延・不 』鴎周な支払いだっ
ている 本意な支払い方 たが遅延してい
法への中途変更 る。
賠償から除外された項目 逸失利益・人件費 〔回答なし) 組合員への賠償 人併費・種苗費・
(避難による交通 額 業務費
費)・稚魚代金
追加交渉の意思 追加交渉を考え (回答なし) 追加交渉は考え 他事例を踏まえ
ている ていない 検討
賠償打ち切りに必要な 出荷・採捕制限 生物内股射能不 出荷・採捕制限の 東電主導でなく
条件 の完全解除 検出 完全解除・東電主 行政介入での汚
導でな〈行政介入 染攻勢
での汚染改善
賠償交渉過程の課題 人権費の除外 風評被害の扱い (回答なし〕 専業者不在によ
る海面
漁業よりの軽視
賠償による経営状態の 賠償があっても 賠償があっても 賠償があっても 賠償があっても
変化 事故の影響で経 事故の影響で経 事故の影響で経 事故の影響で経
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表5 中通り地区の漁協に対する賠償
漁 協 名 阿武隈川 久慈川第一 県南鰻養殖
損害賠償請求の方法 直接交渉 弁護士が代理 弁護士と弁護士以外が
代理
交渉開始時 20日年8月 20日年 1月 2012年3月
合意・納得の有無 合意・納得 合意・納得 合意だが内容不十分
及び内容の問題点
支払い状況 支払われている 支払われている 支払い遅延
賠償から除外された項目 (回答なし) (回答なし〕 (回答なし〕
追加交渉の意思 (回答なし) (回答なし〕 追加交渉を考えている
賠償打ち切りに必要な 遊漁者回復と経営安定 遊漁者図復と経営安定 東電主導でなく行政の
条件 介入による汚染改善
賠償交渉過程の課題 (回答なし) (回答なし〕 県と行う放射能調査の
費用の東電の不払い
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漁 協 名 檎 除 沼 沢 只見川 檎枝岐
損害賠償請求の方法 弁護士が代理 直接交渉 直接交渉 弁護士が代理
交渉開始時 2011年6月 2012年6月 2013年3月 2011年12月




支払い状況 支払われている 支払われている 支払われている 支払われている
賠償から除外された項目 県のモニタリン (回答なし〉 (回答なし) 検体採取(モニ
グ補助 タリング)の目
賠償関連旅費 当(役員分)
追加交渉の意思 追加交渉は考え (回答なし) .ifl.jnr交渉は考え 追加交渉は考え
ていない ていない ていない
賠償打ち切りに必要な 出荷・採捕制限 出荷・採捕制限 遊漁者回復と緩 東電主導でなく
条件 の完全解除 の完全解除 営安定 行政の介入によ
る汚染改善
賠償交渉過程の課題 夏季の遊漁券 (回答なし) (回答なし) 〈回答なし)
(鯉鮒)の販売不
可だが補償ない
賠償による経営状態の 賠償により現状 賠償があっても 賠償があっても 賠償により現状
変化 維持 事故の影響で経 事故の影響で経 維持
営は厳しい 営は厳しい
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表6-2 会津地区の漁協に対する賠償(2)
漁 協 名 会 津 南会東部 伊 北
損害賠償請求の方法 直接交渉 直接交渉 直接交渉
交渉開始時 2011年 1月 2012年3月 2012年5月
合意・納得の有無 合意だが内容不 合意・納得 合意・納得
十分
及び内容の問題点 風評被害のみ
支払い状況 支払われている 支払われている 支払われている
支払い方法に問
題ない
賠償から除外された項目 放流増分の費用 種苗費 〈回答なし)
追加交渉の意思 他毒事例を踏まえ 追加交渉は考え 追加交渉は考え
検討 ていない ていない
賠償打ち切りに必要な 遊漁者回復と経 遊漁者回復と経 遊漁者回復と経
条件 営安定 営安定 営安定
賠償交渉過程の課題 東電本社と支社 (回答なし) (回答なし)
の組鯖
賠償による経営状態の 賠償はわずかで 賠償があっても 賠償により現状
























































正組合員数(准組合員数) 493 (ー ) 463 (ー〕 406 (ー ) 390 (51) 
出資総額〔円〕 147，900 138，900 121，800 132，300 
県連への加盟・非加盟 加盟 11 11 fノ
損従1i1算
会計年度 2010.01-2010. 12 201l. 01-2011.12 2012.01-2012. 12 20日，01-2013.12
科目
I 総事業収入(円) 1，844，228 7，024，498 9，057，936 16，383，076 
l事業収入計 1，409，300 6，443，900 7，436，000 9，374，000 
(内訳)
自営漁業売上
賦課金 493，000 455，000 406，000 441，000 
遊漁料 7，881，300 3，523，900 4，900，000 6，628，000 
漁業権行使料 3，035，000 2，465，000 2，130，000 2，305，000 
2事業管理収入計 434，928 580，598 1，621，936 7，009，076 
(内訳)
受入手数料
預け金(受取)利息 8，596 3，203 2，064 1，938 
受人補助金 200，000 200，00 200，00 3，898，400 
受入助成金 179，172 114，522 79，133 160，160 
雑収入 47，160 262，873 1，340，739 2，948，578 
E 総事業支出 12，228，907 7，086，342 8，579，562 14，050，010 
1事業支出計 7，039，390 3，137，045 4，536，239 9，617，205 
(内訳)
採捕直接費 295，730 44，184 162，794 45，500 
積荷費 5，300，000 1，976，332 2，993，175 8，112，100 
放流費 180，685 145，037 270，57 185，037 
河川管理費 647，906 491，736 705，233 770，011 
ffJ潟供給費 615，069 479，756 404，980 504，557 
2事業管理費計 5，189，517 3，949，297 4，043，323 4，432，805 
(内訳〉
人件費 1，474，125 846，045 1，015，564 900，400 
旅費交通費 1，651，500 963，522 1，131，100 1，294，940 
業務費 1，278，407 1，427，618 1，390，259 1，727，173 
諸税負担金 537，400 311，000 150，800 171，900 
施設費 106，857 194，395 228，979 175，483 
償却費 61，403 53，278 50，841 20，047 
雑費 7，825 79，095 3，780 31，762 
雑損失 2，344 。 。
法人税・住民税 72，000 72，000 72，000 111，100 
当期余剰]金(損失) -384，679 -61，844 478，374 2，333，066 
注1; r4f業報告並びに決算」に記載はないが，聞き取りとアンケートにより点電から賠償を得ていることがわ
かる。雑収入として処壊していると推察される。






























正組合員数(准組合員数〕 4970 (ー〕 4629 (ー ) 4629 (ー〕 4629 (ー~ ^^^ I 
出資総額(円) 10，785，000 7，809，000 7，832，000 7，832，000 
県連への加盟・非加盟 非加盟 11 ノ 11 
損益計算
会計年度 2009.04-2010目03 2010. 04-2011. 03 2011. 04-2012. 03 2012. 04-2013.03 
科目
I 総事業収入(円) 49，379，764 46，948，527 32，671，060 
l事業収入計 40，617，411 36，767，800 411，900 430，400 
(内訳〕
自営漁業売上 2，108，961 1，455，500 119，700 118，900 
賦課金 19，972，000 18，516，000 52，000 。
遊漁料 12，045，050 10，826，600 240，200 。
漁業権行使料 6，151，400 5，615，700 。 。
鮫採t甫料 340，000 354，000 。 311，500 
2事業管理収入計 8，762，353 10，180，727 32，259，160 
(内訳〉
受入手数料 384，300 299，250 144，900 。
預け金利息 6，993 4，391 3，171 2，821 
受入補償金備の 1.594，000 1，594，000 1.594，000 1.594，000 
受入助成金(制 2，456，860 2，409，400 2，356，250 2，086，000 
雄I/Jl.λ 2，584，200 3，258，077 柳25，830，456 525，643 




E 総事業支出 47，222，396 46，998，984 33，182，773 36，038，893 
l事業支出計 16，135，373 17，090，157 2，681，810 6，454，057 
(内訳)
興事化直接費 409，525 420，574 32，780 900，890 
種苗費 15，619，812 16，560，749 1，417，760 1，446，900 
放流貨 65，448 95，275 。 2，514，797 
河川管理費 40，588 13，559 1，231，270 1，591，470 
2事業管理費計 31，087，023 29，908，827 30，500，963 29，584，836 
(内訳)
人件費 14，565，636 14，702，677 14，404，224 13，926，420 
旅費交通貨 980，940 505，400 705，380 631，020 
業務費 12，384，293 1，802，963 1，794，073 12，236，112 
施設費 688，832 698，600 973，611 527，326 
償却費 114，500 136，450 
雑貨 141，586 6，023 3，115 2，800 
外来魚・カワウ対策 584，489 630，686 
退職給付費用 250，600 230，000 800，000 1，300，000 
諸税負担金 1，376，747 1，196，028 1，820，560 961，158 










正組合員数(准組合員数〕 860 (75) 233 (571) 225 (410) 233 (338) 
出資総額(円〉
県連への加盟・非加盟 加盟 11 11 11 
損益計算
会計年度 2010.01-2010.12 2011. 01-2011.12 2012.01-2012.12 2013.01-2013.12 
科目
I 総事業収入(円) 14，510，325 13，155，627 14，564，640 16，906.211 
l事業収入計 10，024，980 8，479.720 6，817，930 日，093，170
〔内訳)
賦課金 2.899，500 2.455，500 1，957，500 1，761，000 
遊漁料 1，804，880 1，517，920 1，289，530 1，175，370 
漁業権行使料 5，163，000 4，431，000 3，409，200 3.042，900 
S宮ν大会λ1濡斜 157，600 75，300 161，700 113，900 
2事業管理収入計 4，485，345 4，675，907 7，746，710 10，813，041 
(内訳〕
預け金(受取)利息 36，869 12，354 5，109 1，961 
受入補助金借り 100，000 100，000 100，000 2，282，511 
受入助成金〈制 401，844 479，066 446，480 376，760 
受入協力金惜の 969，120 798，000 1，165，880 843，000 
雑収入 47，512 375，487 889，212 879，737 
受入補償金{削 2，930，000 2，911，000 5).40，029 6，429，072 
H 総事業支出 17，447，814 16.734.133 18.560.45日 18.400，192 
I事業支出計 9，014，348 日，952，695 10，454，010 10，446，435 
(内訳〕
種古賀 6，083，440 6，080，550 5，944，650 5，720，090 
放流費 500，091 478，161 454，987 460，250 
河川管理費 1，955，192 2，043，984 3，654，373 3，844，645 
釣り大会費用 475，625 350，000 400，000 421，250 
2事業管理費計 8，433，466 7，781，438 8，106，449 7，953，757 
(内訳)
人件費 3，144，949 3，225，703 3，351，594 3，493，686 
旅費交通費 352，500 519，720 660，550 587，500 
業務費 1，539，845 1，075，921 1，236，599 1，154，149 
諸税負担金 492，600 419，478 335，00 269，200 
施設費 909，445 871，072 922，370 962，515 
支払手数料 1，430，590 1，227，795 1，001，365 902，560 
償却費 、 103，320 154，980 154，980 
雑費 178，977 230，429 371，491 83，224 
選挙費 312，560 36，000 。 273，943 
法人税・信烏彬 72，000 72，000 72，000 マ2，000
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《浅》
( 1 ) この研究の成果は，大森 (2000a)，大森 (2000b)，大森 (2001)を参照さ
れたL、。
(2 ) 大森 (2014)を参照されたい。
(3 ) この調査の成果については大森 (2016)を参照されたい。
(4) 漁場環境の放射能汚染の概要については，湯浅一郎 (2014)を参照されたい。
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